
独立行政法人日本芸術文化振興会の平成１８年度に係る業務の実績に関する評価
全体評価
①評価結果の総括
（イ）平成１８年度の業務実績は、平成１７年度の評価を踏まえ、改良すべきところは改良し、全体として概ね良好である。
（ロ） 国立劇場開場４０周年記念歌舞伎の活況など、伝統芸能の成果が顕著であったことは、高く評価されるべきである。
（ハ） 業務運営の効率化等については、理事長のトップマネージメントによる成果が上がっている。

＜参考＞
・業務運営の効率化：Ａ
＜参考＞

・業務の質の向上：Ａ ・財務内容の改善：Ａ・業務運営の効率化： 等

③評価結果を踏まえ今後の法人が進むべき方向性

（イ） 助成事業に関しては、文化庁の助成・支援体制との役割
分担を明確化しつつ、実務面における公平性、公開性、迅
速性を可能な限り追及する一方、基金の充実のための寄付
金の確保にも意を用いていくことが望まれる。（項目別－７参
照）

（ロ） 国の伝統芸能に関する人材養成の施策と連携を図ること
とし、日本芸術文化振興会の担う効果的な事業のあり方に
ついて調査研究する。（項目別－２５参照）

（ハ） 現代舞台芸術の事業は、国立の劇場としての創造性を第
一義に置き、その上で、効率性や観客動員等に留意し、企
画・実施していくことが望まれる。 （項目別－１８参照）

（ニ） 積極的に劇場施設を貸し出すこととし、主催公演及び貸
し劇場の期間を合わせて、劇場稼働率の向上を図る。（項目
別－３７参照）

②評価結果を通じて得られた法人の今後の課題

（イ） 芸術文化団体への助成事業はさまざまな試行錯誤を経
た上で多くの成果を上げているが、制度等を再考し、更に
充実を目指す時期に来ている。（項目別－７参照）

（ロ） 伝統芸能の伝承者の養成については、応募者が少ない
上に中途辞退者がでる状況もあり、現代の青少年の特質を
踏まえ、様々な工夫をすることを期待する。（項目別－２５参
照）

（ハ） 現代舞台芸術の公演に関しては、世界と日本の舞台芸
術の現在のありように注意し、国立と冠された機関ならでは
の公演を企画し実現していくべきである。（項目別－１８参
照）

（ニ） 劇場施設の貸与に関しては、外部団体の要望を踏まえ
ながら、主たる業務に支障のない範囲で更なる利用の促進
が望まれる。 （項目別－３７参照）

④特記事項
（イ） 広く国民に対して、文化政策全体の枠組みと、その中における日本芸術文化振興会の役割と意義について、周知する手立てを講じて
いくことが必要と考えられる。

（ロ）上記の各項等を踏まえ、日本芸術文化振興会の新たな中期目標の見直しを、慎重かつ大胆に図るよう望みたい。
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項目別評価総表

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

（大項目名）業務運営の効率化に関する目標を達成するための措置 - - - A 　　　（細目名）　大衆芸能（寄席囃子、太神楽） A A A A
　（中項目名）　業務運営の効率化 A A A A 　　　（細目名）　能楽（ワキ、狂言、囃子） A A A A
　　（小項目名）　業務運営の効率化状況 A A A A 　　　（細目名）　文楽（大夫、三味線、人形） A A A B
　　　（細目名）　効率化に関する施策 A - - - 　　　（細目名）　組踊（立方・地方） A B A A
　　（小項目名）　組織機構の在り方の検討状況 - A A A 　　　（細目名）　既成者研修 A A A A
　　　（細目名）　組織機構の在り方の検討状況 A - - - 　　　（細目名）　伝統芸能伝承者養成に係る自己点検評価の実施等 A - - -
　（中項目名）　外部評価の実施、職員の意識改革 - A A A 　　（小項目名）　現代舞台芸術の実演家の研修 A A A A
　　（小項目名）　外部評価の実施、職員の意識改革 A A A A 　　　（細目名）　オペラ研修 A A A A
　　　（細目名）　外部評価の実施状況 A A A A 　　　（細目名）　バレエ研修 A A A A
　　　（細目名）　職員に対する研修の実施状況 A A A A 　　　（細目名）　演劇研修 A A A A
（大項目名）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する
目標を達成するためとるべき措置 - - - A 　　　（細目名）　現代舞台芸術実演家研修に係る自己点検評価の実施等 A - - -
　（中項目名）　芸術文化活動に対する支援 A A A A 　（中項目名）　調査研究・資料の収集活用 A A A A
　　（小項目名）　助成金の交付実施状況 A A A A 　　（小項目名）　伝統芸能関係 A A A A
　　　（細目名）　助成金の交付実施状況 - A A A 　　　（細目名）　伝統芸能の調査研究 A A A A
　　　（細目名）　助成金交付事務の効率化・簡素化状況 A A A A 　　　（細目名）　伝統芸能の資料の収集・活用 A A A A
　　（小項目名）　審査における透明性等を確保 A A A A 　　　（細目名）　伝統芸能の調査研究等に係る自己点検評価の実施等 A - - -
　　（小項目名）　基金の管理運営 A A A A 　　（小項目名）　現代舞台芸術関係 B A A A
　　（小項目名）　実施状況等の調査、各種情報等の提供 - A A A 　　　（細目名）　現代舞台芸術の調査研究 A A A A
　　（小項目名）　助成対象活動の実施状況等の調査 A - - - 　　　（細目名）　現代舞台芸術の資料の収集・活用 B A A B
　　（小項目名）　芸術団体等に対する各種情報等の提供 B - - - 　　　（細目名）　現代舞台芸術の調査研究等に係る自己点検評価の実施等 B - - -
　　　（細目名）　助成対象活動の実施状況等の調査 - B A A 　（中項目名）　劇場施設の利用 A B B B
　　　（細目名）　芸術団体等に対する各種情報等の提供 - A A A 　　（小項目名）　劇場施設の利用 A B B B
　　　（細目名）　ホームページのアクセス状況 A - - - 　（中項目名）　附帯する業務 A A A A
　（中項目名）　伝統芸能の公開及び現代舞台芸術の公演 A A A A 　　（小項目名）　教育普及事業の実施 A A A A
　　（小項目名）　伝統芸能の公開 A A A A 　　　（細目名）　講座等の実施状況 A - - -
　　　（細目名）　歌舞伎 A A A S 　　　（細目名）　講座等の参加者数 A - - -
　　　（細目名）　文楽 A A A A 　　　（細目名）　講座等の参加者の満足度 A - - -
　　　（細目名）　舞踊･邦楽･雅楽･声明･民俗芸能ほか A A A A 　　　（細目名）　舞台芸術教材の作成状況 A - - -
　　　（細目名）　大衆芸能 B A A A 　　　（細目名）　文化デジタルライブラリーへのアクセス状況 A - - -
　　　（細目名）　能楽 A A A A 　　（小項目名）　広報活動の充実 A A A A
　　　（細目名）　組踊等沖縄伝統芸能 A A B A 　　　（細目名）　ホームページの掲載に要する期間 A - - -
　　　（細目名）　演目の拡充 B A A A 　　　（細目名）　ホームページへのアクセス件数 A - - -
　　（小項目名）　現代舞台芸術の公演 A A A A 　　（小項目名）　交流事業の実施 A A A A
　　　（細目名）　オペラ A A B A 　　（小項目名）　劇場利用者等へのサービスの向上 A A A A
　　　（細目名）　バレエ A A A A 　　　（細目名）　会員数の確保 B - - -
　　　（細目名）　現代舞踊 A A B A 　　（小項目名）　その他（歌舞伎400年記念事業） A - - -
　　　（細目名）　演劇 A A A A （大項目名）予算・収支計画及び資金計画 - - - A
　　（小項目名）　青少年等を対象とした公開・公演 - A A A 　（中項目名）　予算、収支計画及び資金計画 A A A A
　　　（細目名）　伝統芸能分野 A A A A 　　（小項目名）　予算、収支計画及び資金計画 - A A A
　　　（細目名）　現代舞台芸術分野 - A A A （大項目名）その他主務省令で定める業務運営に関する事項 - - - A
　　（小項目名）　連携協力・地方における上演 - A A A 　（中項目名）　人事に関する計画 - A A A
　　　（細目名）　伝統芸能分野 A A A A 　　（小項目名）　人事に関する計画 - A A A
　　　（細目名）　現代舞台芸術分野 B B A B 　（中項目名）　施設及び設備に関する計画 - A A A
　（中項目名）　伝統芸能伝承者養成・現代舞台芸術実演家研修 A A A A 　　（小項目名）　施設及び設備に関する計画 - A A A
　　（小項目名）　伝統芸能の伝承者の養成 A A A A 　（中項目名）　その他振興会の業務運営に関し必要な事項（運営委託） - A A A
　　　（細目名）　歌舞伎（俳優、音楽） A A A A 　　（小項目名）　その他振興会の業務運営に関し必要な事項（運営委託） - A A A
※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。
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【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載）
区分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 区分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

収入 支出
　運営費交付金 7,030 12,053 12,084 11,582 　一般管理費 606 1,305 1,072 1,100
　施設整備費補助金 252 656 585 412 　事業費 6,134 10,945 10,625 10,607
　公演事業収入 1,598 2,811 2,962 3,268 　施設整備費 252 656 585 412
　公演受託事業収入 11 103 57 33 　公演事業費 1,590 2,599 2,884 3,018
　基金運用収入 924 1,719 1,788 1,786 　公演受託事業費 6 95 50 23
　諸収入 18 75 90 100 　基金助成事業費 763 1,600 1,665 1,752

計 9,833 17,417 17,566 17,181 計 9,351 17,200 16,881 16,912

区分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 区分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度
費用 収益
　経常費用 　運営費交付金収益 6,139 11,098 10,943 10,563
　　国立劇場公演等事業費 3,924 6,995 7,326 7,142 　事業収入 2,427 4,428 4,511 4,813
　　新国立劇場公演等事業費 2,675 4,863 4,802 4,730 　受託事業収入 11 103 57 33
　　基金助成事業費 1,304 2,209 2,261 2,215 　財産利用収入 29 63 66 59
　　一般管理費 578 1,210 983 973 　寄附金収益 － 1 1 1
　　減価償却費 100 406 642 752 　資産見返負債戻入 34 266 490 569
　財務費用 18 23 45 34 　財務収益 79 206 220 227
　雑損失 4 1 2 1 　雑益 29 55 65 88
　臨時損失 － 3 - 16 　臨時利益 － 0 2 19

計 8,603 15,710 16,061 15,863 計 8,748 16,220 16,355 16,372
純利益 145 510 294 509
目的積立金取崩額 － － － －
総利益 145 510 294 509

区分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 区分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度
資金支出 資金収入
　業務活動による支出 13,495 24,296 31,473 17,649 　業務活動による収入 13,224 25,546 33,700 19,235
　投資活動による支出 6,319 11,320 13,648 12,556 　　運営費交付金による収入 7,030 12,053 12,084 11,583
　財務活動による支出 0 134 140 166 　　公演事業による収入 1,415 2,535 2,742 3,034
　翌年度への繰越金 2,784 2,487 3,764 3,291 　　基金運用による収入 924 1,719 1,788 1,786

　　公演受託事業による収入 41 56 102 11
　　その他の収入 3,814 9,183 16,984 2,821
　投資活動による収入 4,609 9,906 12,838 10,663
　　施設整備費補助金による収入 252 412 656 585
　　その他の収入 4,357 9,494 12,182 10,078
　財務活動による収入 0 1 0 0
　前年度よりの繰越金 4,765 2,784 2,487 3,764

計 22,598 38,237 49,025 33,662 計 22,598 38,237 49,025 33,662

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載）
区分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 区分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

資産 負債
　流動資産 7,640 21,300 5,426 4,407 　流動負債 1,900 1,776 2,419 2,288
　固定資産 251,828 236,274 245,768 244,750 　固定負債 706 1,939 2,046 2,911

　負債合計 2,606 3,715 4,465 5,199
資本
　資本金 246,819 246,819 246,819 246,819
　資本剰余金 9,761 6,248 △ 1,176 △ 4,397
　利益剰余金 282 792 1,086 1,536
　　（うち当期未処分利益） 145 510 294 509

　資本合計 256,862 253,859 246,729 243,958
資産合計 259,468 257,574 251,194 249,157 負債・資本合計 259,468 257,574 251,194 249,157

【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）（単位：百万円）
区分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

Ⅰ　当期未処分利益
　当期総利益 145 510 294 509
　前期繰越欠損金 － － － －

Ⅱ　利益処分額
　積立金 145 401 294 －
　独立行政法人通則法第４４条第３項
　により主務大臣の承認を受けた額 － 109 － －

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載） （単位：人）
職種※ １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

定年制事務職員（管理系） 73 71 61 59
定年制事務職員（事業系） 253 248 257 247

326 319 318 306
※職種は法人の特性によって適宜変更すること

備考：資本剰余金の減は、特定資産の減価償却費の増加によるものです（独立行政法人会計基準第86による）。

備考：平成16年度に独立行政法人通則法第44条第3項により主務大臣の承認を受けた額109百万円は、中期計画に基づき、観劇者サービス、情報提供の質的向上、老朽
化対応のための施設・設備の充実等のため、今中期目標期間中に使用するものです。
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